地域の人材養成や雇用に資する公立大学の支援事業の存続について
　公立大学は、平成22年4月には80大学を数え、国立大学や私立大学と並んで我が国の高等教育にとっては欠かせない重要な存在となっております。これまで、公立大学は国の文教政策の一端を担い、我が国の学術文化の発展に寄与することはもとより、地域の産業振興や生活・文化の向上、それを支える人材の育成を通じて地域社会の発展に貢献してまいりました。
　このような状況の中、先の行政刷新会議において、文部科学省関連予算の事業仕分けが実施され、「大学教育質向上推進事業（大学教育・学生支援推進事業）」、「大学生の就業力育成支援事業」、「地域・社会の求める人材を養成する大学等連携事業（大学教育充実のための戦略的大学連携支援プログラム）」の事業についてはいずれも「廃止」という非常に厳しい結果となりました。
これらの事業は、大学教育の質の向上・保証、現在の厳しい雇用情勢の下での就業力育成の向上、大学連携による大学教育の充実及び地域で活躍する人材の育成などの取り組みを推進し、大学教育改革を進めることを目指すものであります。

大学の教育研究の質の向上のみならず、地域が抱える課題解決や社会のニーズに応える人材育成、地域に根ざした雇用の実現などのために大学改革を進めている公立大学にとって、これらの事業は必要不可欠であり、是非とも本事業を存続されるようお願いいたします。

平成２２年１１月２６日

全国公立大学設置団体協議会　　　　　　

会長　石川県知事　谷本正憲　　　　
